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○大 学 の 概 要

（１） 現況

①大学名 国立大学法人電気通信大学

②所在地 東京都調布市

③役員の状況

学長名 益 田 隆 司（平成16年４月1日～平成20年3月31日）

理事数 ４名（うち非常勤１名）

監事数 ２名（うち非常勤２名）

④学部等の構成

学部名 電気通信学部

大学院名 電気通信学研究科

情報システム学研究科

センター等 レーザー新世代研究センター

情報基盤センター

国際交流推進センター

地域・産学官連携推進機構

保健管理センター

ｅラーニング推進センター

先端ワイヤレスコミュニケーション研究センター

⑤学生数及び教職員数（平成１９年５月１日現在）

電気通信学部学生数 ４,２１２（留学生 １１０ ）名

電気通信学研究科学生数 ９８８（留学生 １１３ ）名

情報システム学研究科学生数 ３７２（留学生 ６０ ）名

教員数（本務者） ３３７ 名

職員数（本務者） １６１ 名

電気通信大学

（２）大学の基本的な目標等

電気通信大学の目標は、「高度コミュニケーション科学」の諸領域で世界をリー
ドする教育・研究拠点を築き、もって平和で幸福な社会の進歩発展に寄与すること
である。この目標に沿い、国籍、人種、信条、性別、社会的身分の如何を問わず、
国内外の市民及び社会に門戸を広く開放し、21世紀を担う先駆的な科学者、技術者、
専門職業人を育成する。

本学は、

ⅰ．教育においては、弛まざる努力と実践を通し、人間性、社会性に優れ、個性
を発揮し、国際感覚に富む人材を育成する。

ⅱ．研究においては、真理を追究し、先駆をなす科学技術を創造し、その正当・
適切な活用をもって人類の福祉、社会の進歩・発展に貢献する。

ⅲ．社会との関係においては、地域及び国際社会、産業界、公共機関との連携・
協力関係を密にし、教育・研究の成果を還元・共有する。

中期目標・計画期間には、以下の個別事項に留意した教育・研究を追究し、効
率的で効果的な大学運営に取り組む。

ⅰ．国境なき知の広場を世界に提供し、その拠点を形成する。

ⅱ．情報・通信・電子・メカトロニクス・基礎科学等を中心とし、関係諸分野を
融合した「高度コミュニケーション科学」の創成・発展の先導役を果たす。

ⅲ．継続性が必要な教育と即応性が求められる研究を共に進歩・発展させること
のできる柔軟で機動的な教育・研究体制を追求・維持する。

ⅳ．自然と人間の共存、環境との調和、科学者技術者倫理や科学技術の社会性等
に配慮した教育・研究を行い、真理の追究、科学技術の進歩と発展、啓蒙に寄
与する。

ⅴ．互恵、共存の精神をもって産業界、国内外の公的・私的諸機関、教育機関、
研究機関と連携、国際援助、国際社会に貢献する。

ⅵ．人的・物質資源を適切に配置し、組織、人事、財務、設備、学園環境面で、
合理的で効率よい組織運営体制を構築する。

（３）大学の機構図 次頁添付
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【平成19年度】 情報通信工学科

電気通信学部 情報工学科
（昼間コース・夜間主コース） 電子工学科

量子・物質工学科
知能機械工学科
システム工学科
人間コミュニケーション学科

菅平宇宙電波観測所

大学院電気通信学研究科 情報通信工学専攻
情報工学専攻
電子工学専攻
量子・物質工学専攻
知能機械工学専攻
システム工学専攻
人間コミュニケーション学専攻

大学院情報システム学研究科 情報メディアシステム学専攻
（H19.4.1　設置）
社会知能情報学専攻
（H19.4.1　設置）
情報ネットワークシステム学専攻
（Ｈ19.4.1　設置）
情報システム基盤学専攻
（H19.4.1　設置）

附　属　図　書　館 事務部

レーザー新世代研究センター

情報基盤センター

国際交流推進センター

地域・産学官連携推進機構

（共同研究センター）

（ｻﾃﾗｲﾄ・ﾍﾞﾝﾁｬｰ・ﾋﾞｼﾞﾈｽﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ）

（機器分析センター）

保健管理センター

eラーニング推進センター

大学教育センター

学生支援センター

先端ﾜｲﾔﾚｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ研究ｾﾝﾀｰ

監　　査　　室 (H20.4.1　内部監査室）

評　　価　　室

広　　報　　室 (H20.4.1　広報センター）
総務課

安全・環境保全室 財務課（H19.4.1 名称変更)
施設課

事　　務　　局 研究協力課
教務課

技　　術　　部 学生課
入試・広報課（H19.4.1 設置）  

国立大学法人電気通信大学機構図

地域貢献部門

産学官等連携推進本部

知的財産本部

ベンチャー創出支援部門

リエゾン部門

機器分析部門

学
　
長

学
長
選
考
会
議

経営協議会

役 員 会

教育研究評議会

監　　事

【平成18年度】
情報通信工学科

情報工学科 電気通信学部
電子工学科 (昼間コース・夜間主コース)

量子・物質工学科
知能機械工学科
システム工学科

人間コミュニケーション学科

菅平宇宙電波観測所

情報通信工学専攻 大学院電気通信学研究科
情報工学専攻
電子工学専攻

量子･物質工学専攻
知能機械工学専攻
システム工学専攻

人間コミュニケーション学専攻

情報システム設計学専攻(注) 大学院情報システム学研究科
情報ネットワーク学専攻(注)

情報システム運用学専攻(注)

事務部 附　　属　　図　　書　　館

レーザー新世代研究センター

情報基盤センター

国際交流推進センター 監　　事

地域・産学官連携推進機構

リエゾン部門
（共同研究センター）

ベンチャー創出支援部門

機器分析部門
（機器分析センター）

地域貢献部門

保健管理センター

eラーニング推進センター

大学教育センター

学生支援センター

先端ﾜｲﾔﾚｽｺﾐｭﾆｹー ｼｮﾝ研究ｾﾝﾀー

監　　　査　　　室

総務課 評　　　価　　　室
財務会計課(H19.4.1財務課) 総 務 部

施設課 (H19.4.1部制廃止) 広　　　報　　　室
研究協力課

安全・環境保全室
教務課
学生課 学 生 部 事　　　務　　　局

入試課(H19.4.1入試・広報課) (H19.4.1部制廃止)
国際企画課(H19.4.1廃止) 技　　　術　　　部

（ｻﾃﾗｲﾄ･ﾍ゙ﾝﾁｬー ･ﾋ゙ ｼ゙ﾈｽﾗﾎ゙ﾗﾄﾘー ）

知的財産本部

産学官等連携推進本部 学
　
長

学
長
選
考
会
議

経営協議会

役　員　会

教育研究評議会
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電気通信大学
○ 全体的な状況

１．経営戦略の確立と学長のリーダーシップに基づく機動的大学運営 平成19年度においては、施設利用実態調査の結果を踏まえ、空室等の有効
（１）効果的・機動的な大学運営 活用として、①「若手研究者のための自立的環境整備促進事業」のための教員

学長のリーダーシップに基づき、平成１６年度に学長ブレーンとして「企 室、②企業との共同研究である「次世代半導体露光用光学系の性能評価技術の研
画調査室」を設置し、企画立案の補佐機能を強化するとともに、役員等を長 究」のための研究室、及び③先端ワイヤレスコミュニケーション研究センターの教員
とする「評価室」、「広報室」、「大学教育センター」、「学生支援センター」、「地 室・研究室などに重点的にスペースを配分した。
域・産学官連携推進機構」及び「国際交流推進センター」等の組織を新設し、 （６）業務の効率化（事務組織見直し等）
諸施策の迅速な実施など効果的・機動的な大学運営を行った。 事務組織の見直しについては、教室系事務職員を一元化して「学部等事務

なお、平成20年４月からの学長交代に伴い、平成19年度には次期学長予定 室」を設置するなど、効率化の観点から不断に実施してきた。また、物品の
者を主査とする「2008年アクション準備チーム」を立ち上げ、円滑な引き継 共同調達については、東京農工大学との間で、相互の連携協力に関する基本
ぎを行うとともに、次期中期目標につながる具体的なビジョンの策定や教育 協定書を締結した。
研究組織の見直しなどの検討のため、より一層の効果的・機動的な運営を目 平成19年度においては、事務組織の効率化等のため、部制を廃止し、企画
指し、部局長も加えた「拡大役員会」の新設等、組織運営の見直しについて 立案機能に重点をおいた組織のフラット化への移行とともに、合理化及び集
検討した。 約化のため国際企画課を廃止した。また、「企画調査室」に専任事務職員を

（２）教育研究組織の見直し 配置し、教員と協働して学長を補佐する機能的・機動的体制を構築した。
本学の中期目標や中長期の経営戦略である理念と基本方針を実現するため （７）財政基盤の確立

の教育研究組織の見直しについて検討を行った。平成18年度から「電気通信 財政基盤確立のため、①学長の下に検討プロジェクトチームを編成し、Ｃ
大学中長期在り方懇談会」を設置して検討を開始し、その後、経営協議会や ＯＥや科学技術振興調整費など、大型の競争的資金獲得に向けて組織的検討
外部評価委員会の指摘等を踏まえ、新たに学長を主査とする「教育組織等改 を実施するとともに、科学研究費補助金獲得増のための学内説明会や申請書
組検討WG」を設置し、より具体的な検討を進めた。 の事前チェックを行った。また②地域産学官連携推進機構において、研究室

平成19年度においては、平成20年４月からの学長交代に伴い設置した次期 の紹介冊子や「産学官連携ＤＡＹ」を通じて企業ニーズと大学シーズのマッ
学長予定者を主査とする「2008年アクション準備チーム」において、教育研 チングを行った。さらに③外部資金等の余裕資金で長期・短期国債を購入し、
究組織の見直しは、これまでの検討状況を活用し、継続して検討を進めるこ リスクのない資金運用を実施した。
ととした。 平成19年度は、これまでの間接経費の使用方針ついて検証し、外部資金獲

（３）戦略的な人事配置 得につながるインセンティブの方策について検討を行った。
戦略的な人事配置の施策として、①「教員人事の基本方針」を策定し、原 （８）一般管理費の削減（省エネルギーの促進）

則公募制とした。また、②全教員の10％を全学裁量ポストとし、「先端ワイ 夏季の軽装や温度設定など省エネにつながる取り組みをポスター等で周知
ヤレスコミュニケーション研究センター」などの重点研究分野や若手教員の を図るキャンペーンを実施した。また、夏季一斉休業の試行や設備更新に当
抜擢人事などに活用するとともに、このポストへ任期制を導入した。さらに、 たって省エネ対応機器（太陽光発電、変圧器ほか）を導入するなど省エネに
③特任教員制度を整備し、民間から、共同研究のマッチング等にかかる有識 つながる施策を順次展開した。
者、就職支援室のキャリアカウンセラーを、また、大型プロジェクト研究推進 平成19年度は、夏季一斉休業の本格実施とともに、建物改修や変電設備改
のための優秀な研究者をそれぞれ採用した。 修のための機器の更新に当たって、省エネ対応機器を導入した。また、西３，

平成19年度においては、新たに「助教」への新規採用者を任期制とすると ４，７号館の廊下照明、階段誘導灯を人感センサー付機器に更新した。
ともに、テニュアトラック制の実施に伴い、特任助教を任用することとした。 さらに、本館別館の屋上防水改修では屋上緑化、L棟（実験研究室）や講堂

（４）重点的予算配分 の屋上防水改修では遮熱塗装など空調負荷の削減に努めた。
学内資源を公募、審査して配分する「研究・教育活性化支援システム」を （９）評価システム

整備し、優れた教育研究プロジェクトへの支援を行った。同システムは、毎 「評価室」を設置し、以下のとおり評価・改善の取組を推進した。
年度、審査委員会及び評価委員会において事前・事後の厳正な点検・評価と ①「教員基本データベースシステム」を構築し、これに基づき教員個人評
支援内容の見直しを実施している。また、国からの財政支援が終了した優れ 価を実施し、その結果を「優秀教員賞」などのインセンティブ付与や給
た教育・研究プロジェクトなど特色ある教育研究への重点的配分とともに、 与等に反映させた。
施設の老朽化対策等、安心安全な教育環境の整備を重点的に行った。 ②「評価規程」を制定し、評価の種類、対象や評価組織である学長、理事

平成19年度は、運営費交付金の逓減傾向も踏まえ、これまでの予算編成方 及び評価室等の役割・責任を明確化することにより、評価・改善に組織
針等を見直し、大学の財務戦略を明確にすること等のため、①新たな予算科 的に取り組む体制を構築した。
目として「大学戦略経費」を設定するとともに、②予算事項ごとの配分順位 ③「教育の成果」「研究活動の状況」について、自己点検・評価を実施し、
を明確化した。また、③予算編成に当たって、本学の財務状況と他大学との 外部評価委員会の評価を受けた。
比較などの実証的データを予算編成に活用することとした。 平成19年度には、引き続き、教員基本データベースに基づき、自己点検・

（５）施設マネジメント 評価を実施するとともに、これまでの評価システムについての検証を開始し
施設の有効活用のために、一定のスペースをオープンラボとして運用する た。

とともに、施設利用実態調査を実施し、更なる有効活用について検討した。



- 4 -

電気通信大学
○ 全体的な状況

（10）広報の積極的展開 （５）学生支援
広報室を設置し、①入試広報として、オープンキャンパス、高等学校訪問 学生支援センターを設置し、学生支援の一層の充実に取り組んでいる。

（出張講義等）、受験生向けwebサイト、受験雑誌等への広告掲載、②ホーム ①「学生何でも相談室」には、心理カウンセラーを置き、助言教員や保健
ページの充実のため、検索エンジン搭載、個人情報ファイル簿の公表、受験 管理センターと連携して、学生の抱える様々な問題に対して指導・助言
生向けホームページ開設、大学案内のデジタルパンフレット化、携帯電話サ を実施している。
イトの開設、動画配信等コンテンツの充実、③大学広報として、「UEC NEWS」、 ②「就職支援室」には、キャリアカウンセラーを置き、就職相談等に応じ
地域広報誌「調布電通大通り」などの発行、④大学情報の積極的公開・提供 るとともに、各種の就職説明会、就職支援Webシステムの充実など、就職
のため、電気通信大学フォーラムや公開講座などを実施した。 支援の強化を図った。

③「学生生活支援室」では、学生アンケートなど学生ニーズの把握を踏ま
２．教育改善及び戦略的研究推進等 え、学生生活環境の整備などを計画的に実施している。
（１）教育改善 （６）拠点形成に向けた研究推進

大学教育センターを設置し、学生による授業評価、成績分布調査、ＦＤ合 ①21世紀COEプログラム「コヒーレント光科学の展開」、②先端ワイヤレ
宿研修等、教育改善の取組を積極的に実施してきた。 スコミュニケーション研究センター（平成17年４月設置）、③「研究ステー

平成19年度には、これを更に推進するため、以下のことを実施した。 ション制度」により、新たな研究拠点形成に向けた研究を推進してきた。
①これまでの教育課程、ＦＤ活動等について検証を行い、ＦＤの組織的展 平成19年度には、それぞれ以下のような実績が挙がっている。

開を強化するために、「電気通信大学ファカルティ・ディベロップメン ①21世紀COEプログラムの中核組織であるレーザー新世代研究センターが、
ト推進規程」を制定した。 日本学術振興会のアジア教育研究拠点事業（５カ年計画）に採択された。

②成績分布調査の結果を踏まえ、更なる厳正かつ公正な成績評価のための ②先端ワイヤレスコミュニケーション研究センターと外国企業（フランス
ガイドラインを策定し、平成19年度後期から試行的に実施した。 テレコム）との共同研究をスタートした。

③厳正な成績評価を担保する「学生の不服申し立て制度」を導入した。 ③新たに３つの研究ステーションを設置し、合計18ステーションとなった。
④大学院教育の実質化と厳正な論文評価のため、「研究指導計画書」や「学 （７）若手研究者の育成

位論文審査シート」などによる研究指導等の組織的展開の強化を図った。 「学内RA制度」、「UECポスドク研究員制度」「若手研究者海外派遣研究員制
⑤大学院教育の国際性を目指して進めている英語による授業科目数は60と 度」など、独自の若手研究者支援を実施してきた。
なり、前年度に比べて倍増した。 平成19年度には、文部科学省科学技術振興調整費採択事業として、先端的

（２）キャリア教育 理工学関連分野においてテニュア・トラック制を導入し、若手研究者が自立
人間力、社会人基礎力など社会から求められる思考力、遂行力、探求力、 して研究に専念できる環境の整備促進を図ることを目的とした「先端領域若

コミュニケーション能力の総合的な育成を目指して、産学連携によるキャリ 手研究者グローバル人材育成プログラム」をスタートさせた。
ア教育を実施しており、これまで開講した「キャリアデザインA・B」に加え （８）産学連携の推進
て、平成19年度には、学部３年次生を対象として、技術者倫理、デザイン能 地域・産学官連携推進機構を設置し、産学官等連携推進本部による産学連
力、コミュニケーション能力などを養うためのプロジェクト演習形式の専門 携ＤＡＹや研究室紹介冊子（ＯＰＡＬ―ＲＩＮＧ）の発行などの産学連携活
科目「キャリアデザインＣ」を新たに開講した。 動、地域貢献部門による地域貢献シンポシオンや発明クラブの開催、知的財

（３）ものつくり教育の推進 産本部による知的財産の取得・管理・活用や学部における知財教育など、多
文部科学省特色GPに採択され平成18年度まで国の財政支援を得てきた「楽力（が 様な活動を実施してきた。

くりょく）によって拓く創造的ものつくり教育」は、平成19年度からは学内予算に 平成19年度においては、これらを継続実施するとともに、国立大学で初め
よって引き続き｢ロボメカ工房｣、｢電子工学工房｣を継続すると共に、平成17年度から ての共同研究等の英文契約書モデルの作成、本学で開発された「手ぶれ計測
開始した「サイエンス工房」と新たに平成19年度から開始した「ヒューマンメディ 技術」の技術移転などの新たな成果を挙げた。
ア工房」をあわせて、合計185名の学生がこれらを履修し、ものづくり教育の成果を （９）国際化の推進
挙げた。 国際交流推進センターを設置し、国際交流協定の締結、協定校との共同シ

（４）大学院教育の改革 ンポジウム等の開催、創立80周年記念学術交流基金を活用した教職員・学生
本学の大学院教育の特徴である「実践的能力の高い高度技術者・研究者の育成」 等の国際交流、奨学寄附金共通経費を活用した短期留学プログラム学生への

を目指して、文部科学省教育支援プログラムとして、①「問題設定型光科学教育プ 本学独自の奨学金給付などを実施してきた。
ロジェクト」、②「メカノインフォマティクス・カデット教育」、③「高度IT人材育成 平成19年度においては、これらを継続実施するとともに、北京郵電大学、韓
のための実践的ソフトウェア開発専修プログラム」、④「ICT国際プログラム」を実施 国情報通信大学及び本学による「ICTトライアングル・フォーラム」や、上海交通大学
してきている。 と本学による「ロボットと人工知能に関する国際シンポジウム」などを開催した。
平成19年度は、これらに加えて、新たに「大学院教育改革支援プログラム」に採択

された⑤「実践的テクノロジスト育成プログラム」を開始した。
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電気通信大学
項 目 別 の 状 況

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

① 運営体制の改善に関する目標

中 １ 運営体制の改善に関する目標
期 大学の第一義的目標は卓越した教育・研究を通して社会に貢献することにある。この目標を十全に達成するため、教員が教育・研究活動に専念できる体制を整
目 える。役員、教員、事務職員等が相互協力の下、それぞれの役割を分担し、責任をもって遂行する運営体制を築く。
標

★効果的な組織運営に関する基本方針
学長のリーダーシップの下で、権限と責任の適切な分担を行い、役員、部局長、各センター等の長、学科長、専攻長等の責任を明確にするとともに、その相互

連携体制を構築し、機動性と実効性のある大学運営を行う。

★戦略的な学内資源配分等に関する基本方針
全学的な経営戦略に基づき、適正かつ効果的な資源配分を行う。資源は、部局、研究グループ、個人等の配分単位に対し等分のもの、教育・研究活動の評価に

基づくもの、公募方式によるもの、学長や部局長等のリーダーシップによる戦略的なもの等、適切な配分方式により配分する。

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

★運営組織の効果的・機動的な運営 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略） ○中期目標等の達成のための諸
に関する具体的方策 ○本学の教育研究の理念を策定するととも 施策の着実な実行とともに、新
【82】 に、経営協議会の外部有識者の指摘や外部 学長の経営戦略の下、次期中期
①個性ある大学として発展するため 評価委員会報告を有効に生かすため、学長 目標につながり、かつ国民や社
の経営戦略を確立し、一方、開かれ を主査とする「教育組織等改組検討WG」を 会からみて分かりやすい「ＵＥ
た大学を志向し、学外の有識者、専 立ち上げ、学長のリーダーシップの下で、 Ｃビジョン2018］をとりまとめ、
門家の意見や助言を有効に生かせる 迅速かつ機動的な検討体制を構築した。 これに基づく具体的な行動計画
運営体制を構築する。 （アクションプラン）を策定し、

実行する。
★運営組織の効果的・機動的な運営 Ⅲ （平成19年度の実施状況）
に関する具体的方策 【82】 ○経営協議会外部有識者の指摘
【82】 ○「教育組織等改組検討WG」においては、 や外部評価委員会報告を有効に

経営協議会の意見や外部評価結果 その機動性を生かし、学部・学科や夜間主 活用するため、役員、副学長及
などを踏まえて、今後の経営戦略の コースの見直し、教員組織の一元化などの び部局長等で構成し、機動的か
根幹となる教育研究組織のあり方に 重要事項に係る具体的な検討を進めた。 つ迅速に対応できる運営組織と
ついて、具体的検討を進める。 して「拡大役員会」を新たに設

○学長交代（平成20年４月～）後の円滑な 置し、改組に係る具体的検討を
引き継ぎを行うため、次期学長予定者を主 重ね、平成20年中に成案を得て、
査とする「2008年アクション準備チーム」 平成22年度からの実施を目指す。
を立ち上げ、教育組織等改組検討WGでの検
討を踏まえつつ、引き続き検討した。また、○外部有識者の貴重な意見や助
次期中期目標につながるような具体的なビ 言を得ることができるよう、経
ジョン策定の検討に入った。 営協議会の会議開催回数を増や

すとともに、報告的事項の説明
等を簡略化し、重要事項に関す
る実質的な審議時間を確保する。
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進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

【83】 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略） ○学長交代に伴い、役員等の構
②学長のリーダーシップの下で、効 ○理事（副学長：任期２年）は、これまで 成について、経営機能（役員）
率的かつ責任ある大学運営を執行で の業務の質・量や業務内容の関連性等を考 と教学機能（副学長）の立場、
きるよう、経営、企画、研究、国際、 慮し、総務・国際担当、研究・評価担当、 役割の違いを考慮して、これを
教育、学生等の業務を担当する理事 教育・学生担当及び産学連携担当（非常勤）分離し、役員の一部は退職教員
（副学長）等を置く。 を配置したが、その後（２年間）は、理事 から任命、副学長は現場から任

（副学長）予定者の適材適所をも勘案し、 命する。
業務分担を一部見直し、総務担当、研究担
当、教育担当及び経営・産学官連携担当（非 ○理事は、総務担当、研究戦略
常勤）に分担を変更した。 担当、教育戦略担当、及び情報

戦略担当（非常勤）の配置とし、
【83】 Ⅲ （平成19年度の実施状況） 副学長は教務・入試担当、大学

法人化後の大学運営の実状を踏ま 【83】 院担当及び学生支援担当の３名
え、機動的かつ効率的な運営を行う。 ○平成18年度に引き続き同体制で円滑な大 を配置し、その役割と責任体制

学運営を実施した。 を明確にして運営・執行体制を
より強固なものとする。

【84】 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略） ○引き続き、企画調査室に学長
③学長及び役員会の機能を補佐する ○学長補佐の機能を強化するため、企画調 指名教員と事務職員（専任と兼
ため、学長補佐室（平成13年度から 査室を設置し、学長特命事項である「大学 任）を配置し、諸施策の企画立
設置）の機能を強化する。 の理念」、「基本方針」、「評価の在り方」、 案等の機能を強化する。

「広報戦略」及び「競争的資金獲得戦略」
の企画・立案等を行った。

【84】（【83】再掲） （平成19年度の実施状況）
法人化後の大学運営の実状を踏ま 【84】

え、機動的かつ効率的な運営を行う。 ○企画調査室（理事及び学長指名教授５名
で構成）に専任・兼任の事務職員を配置し、
教員との協働体制を敷くことにより、更に
機動的かつ効率的に各種施策の企画･立案
等を実施した。

【85】 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略） ○学長交代に伴い、役員、副学
④役員会、経営協議会、教育研究評 ○理事、監事、部局長及び事務局が参加す 長、部局長等の役割と責任、経
議会、各部局の教授会、学科長会議、 る学長主宰の「学長打合せ」を実施し、役 営協議会や教育研究評議会等運
専攻主任会議等の役割と責任を明確 員会の決定事項、経営協議会等会議情報の 営組織の役割を全職員で再確認
にし、相互に意思疎通と連携が図れ 伝達及び諸施策等の部局長等との意見交換 する。また、より一層の相互の
る体制を整備する。部局、学科、専 を行うなど意思疎通と連携を図った。 意思疎通と連携を図るため、学
攻、事務局各課等は、相互に連携・ 長、理事、副学長、監事、部局
協力し、合理的・効果的な業務の遂 ○この他、事務局では、事務局長主宰の各 長からなる「拡大役員会」を定
行を図る。 課長補佐クラス以上で構成する「事務連絡 期的（月２回）に開催する。加

会議」を毎月１回定期的に開催し、相互連 えて、全ての運営組織の長が参
携協力の下、効果的な業務を行った。 画する「部局長等連絡協議会」

を定期的（年６回）に開催し、
【85】（【83】再掲） （平成19年度の実施状況） 各運営組織の運営状況や課題等

法人化後の大学運営の実状を踏ま 【85】 についての意見交換を行う。
え、機動的かつ効率的な運営を行う。 ○平成18年度に引き続きそれぞれの運営組

織が連携協力し、合理的、効果的な業務を
行った。
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進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

【86】 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略） ○平成19年度の運営組織の見直
⑤運営組織をスリム化・簡素化し、 ○学部教授会の機動的、効率的運営の方策 しの議論を踏まえ、次のような
業務運営を機動的、効率的にする観 について検討を行い、教育研究上のやむを 運営組織を構築する。
点から、教授会、各種委員会等のあ 得ない理由がある場合は議長（学部長）に ・「拡大役員会」を設置し、機
り方について見直しを行う。 委任することを平成18年度から試行的に実 動的大学運営を図る。

施した。 ・地域・産学官連携推進機構が
所掌する業務内容に応じて３つ

○法人化に伴い、各種「センター」や「室」 のセンターを新たに設置するこ
を設置し、スリム化・簡素化の観点から、 とにより、これまでの運営会議
既存の各種委員会を廃止した。 のスリム化を図るとともに、よ

り機動的運営を可能とする。
○学内部局等ごとの情報関連業務を統合し
「情報基盤センター」を設置し、大学全体
としての情報基盤体制を整備し、情報関連
委員会の廃止を行った。

【86】（【83】再掲） （平成19年度の実施状況）
法人化後の大学運営の実状を踏ま 【86】

え、機動的かつ効率的な運営を行う。 ○学長交代に伴う引継ぎを円滑に行うた
め、新学長予定者を主査とする「2008アク
ション準備チーム」を立ち上げ、これまで
以上の機動的、効率的な運営体制について
検討を開始し、「拡大役員会」の設置など
運営組織のスリム化とともに、機動的運営
へと見直す検討を行った。
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進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

★全学的な経営戦略の確立に関する Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略）
具体的方策
【87】 ※【82】に記載

全学的な経営戦略は、経営協議会
の審議に基づき、役員会の責任で策
定し、学内外に報知する。

★全学的な経営戦略の確立に関する Ⅲ （平成19年度の実施状況）
具体的方策 【87】
【87】（【82】再掲） ※【82】に記載
経営協議会の意見や外部評価結果な
どを踏まえて、今後の経営戦略の根
幹となる教育研究組織のあり方につ
いて、具体的検討を進める。

★教員・事務職員等による一体的な Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略）
運営に関する具体的方策 ○広報室、学生支援センター、地域・産学 ○拡大役員会等の運営組織にお
【88】 官連携推進機構及び国際交流推進センター いて、教員と事務職員が同じテ

それぞれの業務を担当する理事（副 において、専任の教員と事務職員が協働し ーブルで議論できるようにする
学長）等の指揮の下に、教員、事務 て業務を実施する体制としており、より効 とともに、大学の将来につなが
職員等が一体となって業務を遂行す 果的な業務運営とした。特に、地域・産学 るビジョン2018やそれに基づく
るための体制を整備する。 官連携推進機構ではリエゾン部門、知的財 行動計画（アクションプラン）

産本部などの運営組織の教員と事務職員も を策定するためのＷＧに事務職
同一建物内に移転し、より効果的な一体的 員及び技術職員を委員として任
推進体制を構築した。 命するなど、より一層の協働体

制を構築する。

★教員・事務職員等による一体的な Ⅲ （平成19年度の実施状況）
運営に関する具体的方策 【88】
【88】 ○企画調査室（理事及び学長指名教授５名
教員、事務職員等が、それぞれの役 で構成）に専任・兼任の事務職員を配置し、
割を踏まえ、より一層の一体的運営 教員との協働体制を強化したことにより、
を促進する。 それぞれの特性が生かされ、効果的、効率

的に業務を展開した。

★学外の有識者・専門家の登用に関 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略） ○学長交代に伴い、20年、21年
する具体的方策 ○経営協議会の学外委員は、同協議会の設 度の学外委員として、大学の将
【89】 置の主旨を踏まえ、大学の特質に配慮しな 来構想の審議に重点を置くため、

経営協議会の学外委員については、 がら学外の有識者等の識見を大学経営に活 幅広い分野から大学経営に高い
広い範囲から見識の高い人材を登用 かせるよう、大学関係者、学術研究者、企 見識を有する委員（学長経験者、
するためのシステムについて検討す 業関係者、地域及び同窓会関係者など多様 知財戦略有識者、公的研究機関
る。 な分野から経験豊かな識者を登用した。 の長、企業経営者、弁護士、地

元市長、同窓会会長）を選任し
た。
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電気通信大学

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

★学外の有識者・専門家の登用に関 （平成19年度の実施状況）
する具体的方策 【89】
【89】 ○学長交代に伴う新たな経営戦略の下での

経営協議会を構成するため、20年度から新
※年度計画なし たな学外委員を委嘱することとし、その方

針と具体的な人選を検討した。

★国立大学間の自主的な連携・協力 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略） ○引き続き、業務効率化、経費
体制に関する具体的方策 ○業務効率化等の観点から、国立大学法人 節減の観点から、国立大学法人
【90】 等職員採用試験へ参加し、平成１６年度は 等統一採用試験へ参加する。

業務効率化と経費節減の観点から、 ２名採用した。それ以降、政府の総人件費
職員統一採用試験への参加、物品購 抑制の方針により、結果として採用実績が ○引き続き、東京農工大学との
入や業務のアウトソーシングにおけ ない。 間で「液体窒素」の共同契約を
る共同契約の可能性の検討など、他 実施するとともに、多摩地区国
大学との連携・協力を積極的に推進 ○他大学との連携・協力については、西東 立大学間での物品の再利用につ
する。 京地区国立大学等との間で検討を行い、東 いて情報交換を行う。

京農工大学との間で、教職員・学生交流、
プロジェクト研究等の共同実施、図書館の
相互利用、物品の共同調達などに関する｢基
本協定書｣を締結した。具体的には、｢物品
等の共同調達に関する覚書き｣を締結し、
具体的な物品等の共同調達の検討を行っ
た。

★国立大学間の自主的な連携・協力 （平成19年度の実施状況）
体制に関する具体的方策 Ⅲ 【90】
【90】 ○東京農工大学との間で、液体窒素の共同

東京農工大学との間で物品調達に 購入を実施した。その他の品目についても
係る共同契約を実施するとともに、 積極的に検討しているが、現時点では経費
その他の連携・協力の可能性につい 節減等の効果が見込めない状況となってい
て検討を行う。 る。今後、多摩地区国立大学間において物

品の再利用について検討することとした。

★内部監査機能の充実に関する具体 （平成16～18年度の実施状況概略） ○これまでの内部監査体制と実
的方策 Ⅲ ○平成16年度に「監査室」を設置し、毎年 施方法を検証し、「監査室」を
【91】 度監査計画を策定して、業務運営及び会計 「内部監査室」に改組し、監査

業務運営の改善と健全性の確保に 経理に関する監査を実施した。 室員の多様化を図るとともに、
資するため、内部監査体制の整備充 監事との連携をより強化するな
実について検討する。 ど全学的内部統制機能の更なる

★内部監査機能の充実に関する具体 Ⅲ （平成19年度の実施状況） 強化を図る。
的方策 【91】
【91】 ○監査計画を策定し、監事と連携して、監
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電気通信大学

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

公的研究費等の不正使用を防止す 査項目に沿って監査を実施した。特に公的
るための監査体制について検証を行 研究費等の不正防止に関して、公的研究費
うとともに、引き続き監査室におい のガイドラインを踏まえた監査計画とし、
て、業務運営、会計経理に関する監 実地監査を７月、10月及び２月に実施した。
査計画を策定し、監事と連携して、 また、その他の監査項目は、より効果が高
監査に関する情報収集、分析を行い まるよう不定期に随時、書類監査等を実施
内部監査機能の更なる充実を図る。 した。

○文部科学省等からの情報提供などによ
り、不正防止計画の検証、見直しを行った。

★全学的視点からの戦略的な学内資 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略）
源配分に関する具体的方策 ○学内資源の戦略的配分については、経営 ○これまでの予算配分方針等を
【92】 協議会や教育研究評議会の意見等を踏ま 検証・見直しし、①「大学戦略
①経営戦略に基づく学内資源配分（教 え、役員会の議を経て学長が決定しており、経費」の科目を設けてより戦略
職員の配置、学内予算編成、間接経 その戦略的資源配分の基本方針のうち、主 的な予算配分とすること、②予
費及び学長裁量経費の使途、施設ス なものは次のとおりである。 算事項ごとに配分順位を決定し、
ペースの配分等）の基本方針を、教 学長の経営戦略を明確にすると
育研究評議会の意見を参考に経営協 ・各部局教員数の10％を全学裁量ポストと ともに、③予算編成に決算等の
議会で審議し、役員会で決定する。 する新たな教員配置システムを策定し、全 実証的データを活用することと

学的・戦略的に先端ワイヤレスコミュニケ し、この方針に基づいて予算を
【93】 Ⅲ ーション研究センターなどの重点強化等を 編成する。
②長期的視野に立ち、教育研究を戦 進めた。
略的に推進するため、一定の割合の ○学長交代に伴い、次期中期計
教員ポストを学長裁量のポストとし、 ・学長裁量経費（１億円）を予算に計上し、画につながる新しいビジョンや
全学的・戦略的見地から配分できる 全学的視点から教育研究等の充実発展を図 それに基づく行動計画（アクシ
仕組みについて検討する。 るため、学長の判断により配分した。 ョンプラン）を策定し、それを

平成20年度予算に反映する。
・「研究・教育活性化支援システム」（45,
000千円）を予算化し、公募して審査し、 ○間接経費の利用方法を見直し、
優れた研究・教育プロジェクトへの支援を 外部資金の獲得のインセンティ
行った。 ブとなる配分を実施する。

・学内RA制度（40,000千円）やUECポスド ○施設や設備の戦略的整備計画
ク研究員制度に間接経費から配分した。 を定めたマスタープランを作成

し、これを予算編成等に反映す
・施設の有効活用のために、一定のスペー る。
スをオープンラボとして、優先的に配分し
た。また、施設利用実態調査を実施し、そ ○引き続き、各部局教員数の10
の結果を学内に公表するとともに、空室等 ％を全学裁量ポストとする教員
の有効活用について検討を開始した。 配置システムを継続し、全学的

・戦略的に活用する。

★全学的視点からの戦略的な学内資 （平成19年度の実施状況）
源配分に関する具体的方策 【92-1】【93-1】
【92-1】【93-1】 Ⅳ ○これまでの予算配分方針等を検証・見直

学内予算の執行状況及びその成果 しし、平成20年度から①「大学戦略経費」
等を踏まえ、全学的な視点から重点 の科目を設けてより戦略的な予算配分とす

ること、②予算事項ごとに配分順位を決定
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電気通信大学

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

的かつ戦略的な学内資源配分を行う。 し、学長の経営戦略を明確にするとともに、
③予算編成に決算等の実証的データを活用
することとした。

【92-2】【93-2】 Ⅲ 【92-2】【93-2】
施設利用実態調査の結果分析を踏 ○施設の有効活用の観点から、①「若手研

まえ、施設の有効活用を促進する。 究者のための自立的環境整備促進事業、②
企業との共同研究「次世代半導体露光用光
学系の性能評価技術の研究」、③先端ワイ
ヤレスコミュニケーション研究センター（A
WCC）に優先的にスペースを配分した。

【92-3】【93-3】 Ⅲ 【92-3】【93-3】
全学裁量ポストを活用した戦略的 ○全学裁量ポストを活用し、情報基盤セン

人員配置を行う。 ター助教、レーザー新世代研究センター教
授を継続任用した。

ウェイト小計
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電気通信大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

② 教育研究組織の見直しに関する目標

中 ２ 教育研究組織の見直しに関する目標
期 大学の使命、学問と技術の進歩・発展、社会の変化等に対応し、時代の要請に応え得る柔軟、かつ、機動的な教育研究体制を整備する。
目
標 ★教育研究組織の編成・見直し等に関する基本方針

教育研究の目標が効果的に達成できるよう、教育・研究組織を不断に見直し、その整備・改善に努める。

★教育研究組織の見直しの方向性に関する基本方針
本学の標榜する「高度コミュニケーション科学」の発展と、その世界的拠点形成の実現に向けて、教育研究の個性が発揮しやすい組織に整備する。

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

★教育研究組織の編成・見直しのシ Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略）
ステムに関する具体的方策 ○企画調査室（平成16年度設置）を中心と
【94】 して、本学の「理念」「基本方針」を策定 ○学長交代に伴い、今後の経営
①経営戦略、学問状況、社会の要請 し、ホームページ上で公表した。 戦略の根幹となる教育研究組織
等に応じ、担当の理事（副学長）の の在り方についての基本的枠組
下で継続的に教育・研究組織の編成 ○今後の経営戦略上の重要課題である教育 みや検討方法等について定めた
・見直しについて検討する。新たに 研究組織の見直しについて、学長を主査と 「教育研究組織整備大綱」を策
組織再編等を設計する場合には、担 する「電気通信大学中長期在り方懇談会」 定する。教育研究組織の見直し
当理事（副学長）を責任者とし、適 を設置し、検討を行った。 については、これに基づき、経
切な企画立案組織を設ける。 営協議会や教育研究評議会の意

○経営協議会及び外部評価委員会（平成19 見や外部評価結果などを踏まえ、
【95】 Ⅲ 年２月19日開催）の意見や国立大学を取り 平成20年中に成案を得、平成22
②組織再編等に際しては、外部評価 巻く厳しい環境に鑑み、新たに学長を主査 年度から実施を目指す。
の結果なども反映させるとともに、 とする「教育組織等改組検討WG」を設置し、
経営協議会、教育研究評議会等との 社会のニーズの変化等への柔軟な対応を可
密接な連携を図り、更に学内の十分 能とする教育研究組織の在り方の検討を開
なコンセンサスを得るため、検討過 始した。検討に当たっては、教育研究評議
程の情報公開や意見聴取ができる仕 会の意見を聴取しつつ、学長、理事が各学
組みを整備する。 科等を訪問し、教職員からの意見を聴取し

つつ検討を行った。

★教育研究組織の編成・見直しのシ Ⅲ （平成19年度の実施状況）
ステムに関する具体的方策 【94】【95】
【94】【95】 ○「教育組織等改組検討WG」において、夜

○経営協議会の意見や外部評価結 間主コースの見直し、学部学科の改組、教
果などを踏まえて、今後の経営戦略 員組織の一元化など教育研究組織の見直し
の根幹となる教育研究組織のあり方 に関する具体的検討を進めた。
について、具体的検討を進める。
（【82】再掲） ○企画調査室に専任・兼任の事務職員を配

置し、協働体制を敷くことにより、企画立
案機能の強化を図り、上記見直し等のサポ
ートを行った。

○法人化後の大学運営の実状を踏ま Ⅲ
え、機動的かつ効率的な運営を行う。
（【83】～【86】再掲）
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電気通信大学

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

★教育研究組織の見直しの方向性 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略）
【96】 ○学長交代に伴い、今後の経営
①電気通信学部・電気通信学研究科 ○大学を取り巻く厳しい環境に鑑み、新た 戦略の根幹となる教育研究組織
と情報システム学研究科の教育研究 に学長を主査とする「教育組織等改組検討 の在り方についての基本的枠組
面での協力関係を強化し、「高度コ WG」を設置し、全学的な教育研究組織の見 みや検討方法等について定めた
ミュニケーション科学」の発展に寄 直しの検討を開始し、①学部夜間主コース 「教育研究組織整備大綱」を策
与するため、双方の再編の可能性も の現状について検証し、新たな社会人教育 定する。これに基づき、経営協
視野に入れた教育研究体制の見直し ニーズへの対応、②幅広い学びを保証する 議会や教育研究評議会の意見や
について検討する。当面、 ための学部・学科組織の在り方及び学生配 外部評価結果などを踏まえ、平

属の仕組み、及び③社会ニーズの変化等へ 成20年中に成案を得、平成22年
・電気通信学部、同研究科は改組の の柔軟な対応を可能とするための教育研究 度から実施を目指す。
完成年度（平成19年度）までは、７ 組織の在り方（教育組織と研究組織の分離、
学科、７専攻体制を維持し教育研究 教員組織の一元化、独立専攻など）につい
の充実を図る。 て検討を行った。

○情報システム学研究科については、情報
・領域横断的で時限性のある研究分 システムと「人間」及び「社会」という観
野へ柔軟に対応するため、電気通信 点からの教育・研究を強化するため、平成
学研究科において、既設７専攻の枠 19年度に既存の３専攻を４専攻に改組し
を超えた柔軟な教員組織を持った独 た。
立専攻の新設について検討する。

・学部夜間主コースの見直しを行い、
大学院レベルでの社会人を含めた教
育の充実を図る。

・情報システム学研究科の協力講座
について、基幹講座化も含め、組織
の見直しを行う。

【97】 Ⅲ
②教育研究体制を柔軟にし、COE拠点
形成のために人材が機動的に離合集
散できる体制を整える。

★教育研究組織の見直しの方向性 Ⅲ （平成19年度の実施状況）
【96】【97】（【82】再掲） 【96】【97】
経営協議会の意見や外部評価結果な ○「教育組織等改組検討WG」において、夜
どを踏まえて、今後の経営戦略の根 間主コースの見直し、学部学科の改組、教
幹となる教育研究組織のあり方につ 員組織の一元化など教育研究組織の見直し
いて、具体的検討を進める。 に関する具体的検討を進めた。

【98】 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略）
③教育研究を促進、支援する組織と
して、教員、事務職員等一体のセン ○教員、事務職員等が一体となって、教育
ター、機構等の整備を図る。 研究を促進、支援するため、平成16年度に、

以下のとおり組織整備を行った。
・教育に関わる支援組織として、学
生部の再編改組を含む入試センター ・「学生支援センター」を設置し、学生相
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電気通信大学

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

（仮称）や学生支援センター（仮称） 談、就職支援、及び学生生活支援等の学生
の設置について検討する。 関係業務を総括的に行い、もって学生生活

の充実及び発展に寄与することとした。
・共通教育のカリキュラムの企画、
立案、実施、管理や、教育方法、FD ・「大学教育センター」を設置し、①学部
等を総合的に扱うための大学教育セ 共通教育、学部専門教育及び大学院教育を
ンター（仮称）の設置について検討 全学的・体系的に捉えた教育や授業評価等
する。 のシステムの構築、②実践的遠隔教育の推

進、及び③授業改善の企画等を行うととも
・国際交流の推進のため、留学生課、 に、④入学者選抜に関する調査・検討、⑤、
留学生センターなどを融合した国際 入学者選抜の改善・充実を図ることとし
交流推進センター（仮称）を設置す た。
る。

・従来の留学生センター、留学生課を融合
・共同研究センター、サテライト・ して「国際交流推進センター」を設置し、
ベンチャービジネス・ラボラトリー、 ①教育・研究の国際化のための諸方策の企
機器分析センター、知的財産本部、 画・立案、②留学生及び日本人学生に対す
広報室、TLO、同窓会組織などが有機 る国際化教育の充実、及び③国際貢献など
的に連携する地域・産学官連携推進 国際化を推進することとした。
機構（仮称）を設置する。

・「産学官等連携推進本部」と「知的財産 ○地域・産学官連携推進機構が
本部」からなる「地域・産学官連携推進機 所掌する業務内容に応じて３つ
構」を新設し、従来の共同研究センター、 のセンターを新たに設置するこ
SVBL、機器分析センターの機能を取り込む とにより、これまでの運営会議
とともに、リエゾン機能やベンチャー創出 のスリム化を図るとともに、よ
支援、機器分析の各部門を置いた。また、 り機動的運営を可能とする。
地域社会との連携を推進する地域貢献部門 （【86】再掲）
を新たに置いた。

【98】 （平成19年度の実施状況）
【98】

※センター設置済みのため年度計 ※目標の達成済みのため、特段の実施計画
画なし なし。

【99】 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略） ○平成19年度に実施した検証の
④レーザー新世代研究センター（平 ※平成16～18年度計画なし 結果に基づき、設置後10年経過
成11年４月設置）について、設置後1 となる平成21年度以降の同セン
0年を目途に見直しを行い、新たな展 【99】 ターの在り方、方向性について
開を検討し、改組・再編する。 ※年度計画なし （平成19年度の実施状況） 検討を行う。

【99】
レーザー新世代研究センターにおいて展

開する「レーザー物理・工学」、「原子光
学」、「多価イオン」の３分野における研
究活動状況及び、海外研究機関との連携・
交流の成果並びに、大学院教育プログラム
「問題設定型光科学教育プログラム」など



- 15 -

電気通信大学

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

の教育プログラムを中心とした教育の成果
などについて、学外有識者の意見も参考に
しつつ、検証を実施した。

ウェイト小計
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電気通信大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

③ 人事の適正化に関する目標

中 ３ 人事の適正化に関する目標
期 中長期的な人事管理方針に基づき、客観性、透明性のある弾力的人事システムを構築し、教育研究や業務運営の内容に応じた適切な人材登用・配置を図る。
目 個々の職員の業務に対する評価体制を整備し、能力、業績等を適切に反映する人事システムを導入するとともに、職務遂行能力向上のための諸施策を講ずる。
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

★人事の客観性・透明性・流動性を （平成16～18年度の実施状況概略）
確保するための具体的な方策 Ⅳ ○教員採用については、「人事の基本方針」 ○引き続き、任期制・公募制の
【100】 を策定し、原則公募とすることとした。 推進を図る。

教員の採用に公募制を積極的に導
入するとともに、任期制の導入につ ○任期制については、全学裁量ポストを活
いて検討する。 用した人事について適用した。

★人事の客観性・透明性・流動性を （平成19年度の実施状況）
確保するための具体的な方策 Ⅳ 【100】
【100】 ○任期制については、新教員制度への移行

学校教育法の改正による新教員組 に当たり、「助教」採用者全員を対象とし
織への移行に当たって、任期制の拡 た。
大を図る。

○「先端領域若手研究者グローバル人材育
成」プログラム（科学技術振興調整費「若
手研究者の自立的環境整備促進」）により
採用する「特任助教」は全て任期付きとし
た。

★大学の個性化を図るための中長期 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略）
的な人事管理方針の策定と弾力的な ○全学的視野に立脚した戦略的人事や各部 ○法人化後に構築した新たな教
人事システム構築のための方策 局の重点強化などを推進するため、各部局 員人事システムについて、より
【101】 の教員数の10%を全学裁量ポストとする新 効果的運用を図るための組織整

人材の適正配置、ポストの重点配 たな教員配置システムを確立した。 備等を行う。
分、優秀な人材確保の方策の検討な
どを中長期的な観点から行うための ○原則公募制等を盛り込んだ「人事の基本
全学的機構を整備する。 方針」を策定した。

【101】 【101】
※H19年度計画なし ○上記教員人事システムを継続実施した。
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電気通信大学

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

★適切な評価体制の整備に関する Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略）
具体的方策
【102】 ○「教員の自己点検・評価指針」及び教育、○これまでの評価システムの検

教育・研究や、業務活動の内容等 研究、社会貢献、管理運営の４領域からな 証を踏まえ、更なる客観性と公
に応じた、多面性のある評価手法を る「教員基本データベース」に基づき、各 平性のある人事評価システムを
用いた客観性と公平性のある評価シ 教員が「自己点検・評価シート」を作成・ 構築する。
ステムを整備する。能力評価、業績 提出させて、教員個人評価を実施するとい
評価が適切に昇任・昇格、給与等に う評価体制を構築した。
反映される人事システムの構築を目
指す。 ○「評価規程」を制定し、評価の種類、対

象とともに、評価組織としての学長、理事、
部局長及び評価室等の役割と責任を明確に
するとともに、「評価結果の活用方針」を
定め、「優秀教員賞」などのインセンティ
ブの付与、学長裁量経費の配分、昇給に反
映させた。

★適切な評価体制の整備に関する具 Ⅲ （平成19年度の実施状況）
体的方策 【102】
【102】 ○引き続き、教員個人評価を実施し、優秀
自己点検・評価の結果を教育研究活 教員賞や昇給など給与に反映させるととも
性化のためのインセンティブ付与や に、これまでの評価システムを検証し、よ
学内資源配分、業績評価に反映させ り客観性と公平性のある人事評価システム
るとともに、更なる客観性と公平性 の構築に向けて検討を行った。
のある人事評価システムの構築につ
いて検討する。

★外国人、女性等の任用の促進に関 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略）
する具体的方策 ○「人事の基本方針」を策定し、①人材の ○引き続き、「人事の基本方針」
【103】 多様化、②人事の国際化、③性別にとらわ に基づき、差別のない能力及び

人種、国籍、性別等による差別の れない採用を行うこととしており、人事委 人物本位の採用を行う。
ない採用を促進するとともに、特定 員会等での具体の選考に当たって厳正な審
の大学やグループに依存しない開放 査を行うなど、差別のない能力及び人物本
的で人物本位の採用を図る。 位の人事を行った。

★外国人、女性等の採用の促進に関 Ⅲ （平成19年度の実施状況）
する具体的方策 【103】
【103】 ○引き続き、「人事の基本方針」に基づき、

教員人事の基本方針に基づき、人 差別のない能力及び人物本位の採用を行っ
種、国籍、性別等にとらわれない能 た。
力及び人物本位の採用を行う。

★事務職員等の専門性等の向上を図 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略）
るための措置 ○事務職員等の採用は、就業規則において、○事務職員の採用に当たっては、
【104】 「選考採用」を規定した。これに基づき、 これまで策定してきた制度、仕
①事務職員等の採用に関し、専門性 地域・産学官連携推進機構に、共同研究の 組みを生かして有為な人材を採
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電気通信大学

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

の高い特殊なポストについては、有 マッチング等に経験と実績を有する専門家 用する。
為な人材を試験制度外で採用し得る を採用した。
制度を設ける。

★事務職員等の専門性等の向上を図 （平成19年度の実施状況）
るための措置 【104】
【104】 ○より優秀な人材を確保する観点から、現

※平成19年度計画なし 行就業規則における選考採用の具体的運用
方策を定めた「事務職員の採用について」
（平成19年４月１日、学長決定）を策定し
た。

【105】 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略）
②事務職員等の職務遂行能力向上の ○「電気通信大学事務系職員研修に関する ○引き続き、専門的な研修を実
ため、学生支援、国際交流、労務管 要項」（平成17年３月８日）に基づき、毎 施するとともに、体系的な研修
理、財務会計等の個々の業務ごとに 年度、学内研修（各課の専門的業務研修、 について、職員のキャリアアッ
専門的な研修を実施する。また、他 課長補佐研修、語学研修、労務管理研修、 プ、能力・適性に応じた適正な
大学等との人事交流を積極的に実施 放送大学を利用した研修等）と学外の機関 配置につながるような効果的な
する。 が実施する研修（職制研修（階層別研修）、 ものとなるよう不断の改善に努

専門研修（業務別研修））に派遣した。ま める。
た、より体系的な研修の在り方について検
討を行った。 ○引き続き、職務能力向上に資

する他大学との人事交流を行う。
○職務能力向上の観点から、西東京地区の
国立大学法人等との人事交流を積極的に実
施した。

【105－1】 Ⅲ （平成19年度の実施状況）
事務職員の専門的知識・能力を向 【105‐1】

上させるための研修を計画的に実施 ○「事務職員の研修の充実について」（平
する。 成19年９月）を策定し、より効果的な研修

の体系を整備した。これに基づき、職務研
修、専門研修など多様な研修を体系的に実
施した。

【105－2】 Ⅲ （平成19年度の実施状況）
西東京地区をはじめとする国立大 【105-2】

学法人等との人事交流を積極 ○西東京地区の国立大学法人等との人事交
的に行う。 流を引き続き実施した。

ウェイト小計
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電気通信大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

④ 事務等の効率化・合理化に関する目標

中 ４ 事務等の効率化・合理化に関する目標
期 法人化後の大学運営において、世界的教育研究活動を適切に支援するため、管理運営業務が適切、迅速かつ的確に行われるよう、事務組織の見直しや事務処理
目 の簡素化、合理化、効率化を促進する。
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

★事務組織の高機能化に関する具体 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略）
的方策 ○事務組織については、法人化後の大学運 ○教員、事務職員等のそれぞれ
【106】 営に適切かつ迅速に対応できるよう、以下 の特性を踏まえ、これらが協働
①法人化後の大学運営に対応し得る のとおり不断に見直しを行った。 して業務を推進することにより、
事務組織の整備を計画的に進める。 ・総務課広報・文書係長を広報室の室員と 効率的、効果的な業務遂行が期
その際、それぞれの業務を担当する して配置した。 待できるため、事務職員につい
理事（副学長）等の指揮の下に、教 ・総務課に評価・法規係を設置し、評価室 て、拡大役員会等での委員と同
員、事務職員等が一体となって機能 において教員と一体となって業務を遂行し 席して協働実施の重要性の意識
的かつ迅速に業務を遂行するための た。 を全職員が高めるよう努めると
体制を整備する。 ・研究協力課に産学連携係を新設するとと ともに、ビジョン2018に基づく

もに、一体的機能を持たせるため、地域・ 行動計画（アクションプラン）
【107】 Ⅲ 産学官連携推進機構と同一場所に移転し を策定するためのＷＧに正式の
②法人本部の機能を強化するため、 た。 委員として課長補佐クラスを選
企画部門（企画、評価、調査、広報、 ・国際企画課職員を国際交流推進センター 考するなど、より一層の協働体
情報化など）の事務組織を充実・強 の構成員とした。 制を進める。
化する。 ・学部学科の事務職員の配置を見直し学部

等事務室に一元化し、教授会等の運営や勤 ○企画部門は、大学を取り巻く
務時間管理等を効率的処理が可能な体制と 環境の変化等に柔軟かつ迅速に
した。 対応できるよう現状の事務体制
・法人の機能の強化や効率化をするため、 の分析を行いつつ、機能強化を
事務組織の集約化、フラット化とともに、 図るとともに、事業の効率化等
企画等を担う専門職の機能強化について検 不断の見直しを実施する。
討した。

★事務組織の高機能化に関する具体 Ⅳ （平成19年度の実施状況）
的方策 【106-1】【107-1】
【106-1】【107-1】 ○前年度の検討を踏まえ、事務組織のフラ

事務局組織の見直しを行い、大学 ット化、合理化及び集約化とともに、企画
運営上の緊急的課題へ機能的かつ迅 立案機能を充実・強化するため、①部制を
速に対応できる体制を整備する。 廃止して、企画・戦略業務を担当する「企

画調整役」の配置、②入試課を入試・広報
課に名称変更して広報部門を充実、③情報
基盤センターの充実のための協働体制（財
務課情報システム係の設置）などの事務局
組織の見直しを実施した。

○更に、「企画調査室」（学長のブレーン
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進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

組織）に、新たに専任の事務職員を配置し、
教授陣との協働体制を敷くことにより、更
なる企画立案機能の強化を図った。

★事務処理の効率化、合理化に関す Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略）
る具体的方策 ○事務処理の電子化については、①物品請 ○事務の効率化を推進するため、
【108】 求や財務会計のシステム導入、②業務処理 事務の電子化を継続的に推進す
①物品請求管理システムの導入など、 システムのマニュアル化、③学内規程集の る。
Webを活用した事務局の電子化を一層 ホームページへの掲載とともに、教学関係
推進する。 では、④学部教授会会議資料閲覧や就職情

報のシステム導入、⑤各種学生募集要項や
各種印刷物、申請書用紙等のホームページ
への掲載、⑥学部入学試験合格者のホーム
ページ上での発表（試行）、及び⑦シラバ
スのWeb入力システムの導入等を進め、業
務の効率化、合理化を図った。

★事務処理の効率化、合理化に関す Ⅲ （平成19年度の実施状況）
る具体的方策

【108-1】【106-2】【107-2】 【108-1】【106-2】【107-2】
事務組織をフラット化、集約化・

合理化し、より一層の事務処理の効 ※【106-1】【107-1】に記載。
率化・合理化を推進する。

【108-2】 Ⅲ （平成19年度の実施状況）
事務の効率化を推進するため、よ 【108-2】

り一層の事務の電子化について検討 ○給与法等の法令改正に機動的かつ柔軟に
する。 対応できる効率的な新人事給与システムを

導入した。

○大学院電気通信学研究科の授業評価アン
ケートをWeb入力できるようにした。

○大学院入試の出願書類様式（一部）を
Web上に掲載した。

【109】 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略） ○引き続き事務局各課における
②効率的事務処理のためのマニュア ○各課で保有する業務マニュアルを調査・ 業務マニュアルの整備・改訂を
ルの整備、研修制度の充実を図る。 収集し体系的な整理を行った。 進める。

○【105-1】参照。 ※【105】153－1で記載。

【109－1】 Ⅲ （平成19年度の実施状況）
適切かつ効率的な事務処理のため、 【109-1】

各種マニュアルの継続的な整備を図 ○業務マニュアルの体系整理に基づき、研
る。 究費の不正使用防止マニュアルの作成、教
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進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

員基本データベース入力マニュアルの更新
など、新たに作成・改訂等が必要となるも
のについて整備を行った。

Ⅲ （平成19年度の実施状況）
【109－2】 【109-2】
職員の専門的知識・能力を向上させ
るための研修を計画的に実施する。 ※【105-1】で記載。

【110】 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略）
③多摩地区５大学を中心とした共同
業務処理の可能性について検討を進 ※【90】で記載。 ※【90】で記載。
める。

【110】（【90】を再掲） Ⅲ （平成19年度の実施状況）
東京農工大学との間で物品調達に 【110】

係る共同契約を実施するとともに、 ※【90】で記載。
その他の連携・協力の可能性につい
て検討を行う。

Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略）
【111】 ○業務のアウトソーシングについて検討を
④管理部門における単純事務作業等、 行い、浜見寮（神奈川県湘南地区）の管理 ○契約事務、旅費支給事務等の
より効率的な業務遂行が可能となる 業務、社会保険関係業務、学生用駐車場の アウトソーシングの可能性につ
分野については、積極的にアウトソ 予約管理、大学案内・学生募集要項の高等 いて、引き続き、調査・研究を
ーシングについて検討する。 学校等への発送業務について外部委託を実 行う。

施した。

【111】 （平成19年度の実施状況）
※平成19年度計画なし 【111】

○契約事務、旅費支給事務等のアウトソー
シングの可能性について調査・研究を行っ
た。

ウェイト小計
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（１） 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等

１．特記事項 （４）重点的予算配分
（１）効果的・機動的大学運営 【平成16～18事業年度】

【平成16～18事業年度】 学内資源を公募、審査して配分する「研究・教育活性化支援システム」を
学長のリーダーシップに基づき、平成16年度に学長ブレーンとして「企画調 整備し、優れた教育研究プロジェクトへの支援を行った。同システムは、毎

査室」を設置し、企画立案の補佐機能を強化するとともに、役員等を長とする 年度、審査委員会及び評価委員会において事前・事後の厳正な点検・評価と
「評価室」、「広報室」、「大学教育センター」、「学生支援センター」、「地域・ 支援内容の見直しを実施している。また、国からの財政支援が終了した優れ
産学官連携推進機構」及び「国際交流推進センター」等の組織を新設し、諸施 た教育・研究プロジェクトなど特色ある教育研究への重点的配分とともに、
策の迅速な実施など効果的・機動的な大学運営を行った。 施設の老朽化対策等、安心安全な教育環境の整備を重点的に行った。

【平成19事業年度】 【平成19事業年度】
平成20年４月からの学長交代に伴い、次期学長予定者を主査とする「2008年 平成19年度は、運営費交付金の逓減傾向も踏まえ、これまでの予算編成方

アクション準備チーム」を立ち上げ、円滑な引き継ぎを行うとともに、次期中 針等を見直し、大学の財務戦略を明確にすること等のため、①新たな予算科
期目標につながる具体的なビジョンの策定や教育研究組織の見直しなどの検討 目として「大学戦略経費」を設定するとともに、②予算事項ごとの配分順位
のため、より一層の効果的・機動的な運営を目指し、部局長も加えた「拡大役 を明確化した。また、③予算編成に当たって、本学の財務状況と他大学との
員会」の新設等組織運営について検討した。 比較などの実証的データを予算編成に活用することとした。

（２）教育研究組織の見直し （５）施設マネジメント
【平成16～18事業年度】 【平成16～18事業年度】

本学の中期目標や中長期の経営戦略である理念と基本方針を実現するための 施設の有効活用のために、一定のスペースをオープンラボとして運用する
教育研究組織の見直しについて検討を行った。平成18年度から「電気通信大学 とともに、施設利用実態調査を実施し、更なる有効活用について検討した。
中長期在り方懇談会」を設置して検討を開始し、その後、経営協議会や外部評 【平成19事業年度】
価委員会の指摘等を踏まえ、新たに学長を主査とする「教育組織等改組検討WG」 オープンラボの継続的運用を実施した。また、施設利用実態調査の結果を
を設置し、より具体的な検討を進めた。 踏まえ、空室等の有効活用として①「若手研究者のための自立的環境整備促進

【平成19事業年度】 事業」のための教員室、②企業との共同研究である「次世代半導体露光用光学系
平成19年度においても引き続き、具体的検討を進めた。平成20年４月からの の性能評価技術の研究」のための研究室、及び③先端ワイヤレスコミュニケーション

学長交代に伴い設置した、次期学長予定者を主査とする「2008年アクション準 研究センターの教員室・研究室などに重点的にスペースを配分した。
備チーム」において、教育研究組織の見直しは、これまでの検討状況を活用し、
継続して検討を進めることとした。 （６）業務の効率化（事務組織見直し等）

【平成16～18事業年度】
（３）戦略的人事 事務組織の見直しについては、教室系事務職員を一元化して「学部等事務

【平成16～18事業年度】 室」を設置するなど、効率化の観点から不断に実施してきた。また、物品の
戦略的な人事配置の施策として、①「教員人事の基本方針」を策定し、原則 共同調達については、東京農工大学との間で、相互の連携協力に関する基本

公募制とした。また、②全教員の10％を全学裁量ポストとし、「先端ワイヤレ 協定書を締結した。
スコミュニケーション研究センター」などの重点研究分野や若手教員の抜擢人 【平成19事業年度】
事などに活用するとともに、このポストへ任期制を導入した。さらに、④特任 平成19年度においては、事務組織の効率化等のため、部制を廃止し、企画
教員制度を整備し、民間から、共同研究のマッチング等にかかる有識者、就職 立案機能に重点をおいた組織のフラット化への移行とともに、合理化及び集
支援室のキャリアカウンセラーを、また、大型プロジェクト研究推進のための優 約化のため国際企画課を廃止した。また、「企画調査室」に専任事務職員を
秀な研究者をそれぞれ採用した。 配置し、教員と協働して学長を補佐する機能的・機動的体制を構築した。

【平成19事業年度】
上記施策の他、平成19年度においては、新たに「助教」への新規採用者を任

期制とするとともに、テニュアトラック制の実施に伴い、特任助教を任用する
こととした。
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２．共通事項に係る取組状況 （３）法人内における資源配分に対する中間評価・事後評価を行い、必要に応じ
て資源配分の修正が行われているか。

（１）戦略的な法人経営の確立と効果的運用が図られているか。 ①資源配分に関する事前・事後の評価と配分見直し
【平成16～18事業年度】 【平成16～18事業年度】

特記事項「（１）効率的・機動的大学運営」「（２）教育研究組織の見直し」 特記事項「（４）重点的予算配分」に記載の「研究・教育活性化支援シ
に記載のとおり、戦略的な法人経営を実施している。 ステム」による支援プロジェクトに関して、同システム評価委員会におい

【平成19事業年度】 て事前・事後の評価を実施し、支援内容を見直すなど、資源配分の検証・
特記事項「（１）効率的・機動的大学運営」「（２）教育研究組織の見直し」 見直しを実施している。

に記載のとおり、戦略的な法人経営を実施している。 また、各年度の予算編成方針の策定に当たって、各セグメント等からの
要求に対し査定を行い、優先的に措置すべき事業の見直しを行っている。

（２）法人としての総合的な観点から戦略的・効果的な資源配分が行われているか。 【平成19事業年度】
①学長裁量経費 平成18事業年度と同様に「研究・教育活性化支援システム」において事
【平成16～18事業年度】 前・事後の評価を実施している。【資料編2-1①、2-2①、2-3①参照】

学長のリーダーシップを十分に発揮するための経費として、各年度１億円 また、特記事項「（４）重点的予算配分」に記載のとおり、平成20年度
を学内予算に計上し、全学的視点から教育研究等の一層の充実発展を図るた に向けての予算配分の見直し方針を決定している。
め、学長の判断により配分を行っている。 【資料編2-1②、2-2②、2-3②参照】

【平成19事業年度】 ②附属施設の時限の設定状況
平成18事業年度と同様に１億円を学内予算に計上し、全学的視点から教 【平成16～18事業年度】

育研究等の一層の充実発展を図るため、学長の判断により配分を行った。平 レーザー新世代研究センター（平成11年４月１日設置）、先端ワイヤレ
成19年度においては、横断的組織である研究ステーション、重点的に推進す スコミュニケーション研究センター（平成17年４月１日設置）については、
べき教育研究プロジェクト、学内環境整備などに配分している。 設置後10年を時限とし、見直しを行うこととしている。

【資料編1-1①、1-2①参照】 【平成19事業年度】
②全学裁量ポスト 平成18事業年度と同じ。
【平成16～18事業年度】

特記事項「（３）戦略的人事」に記載のとおり、全教員の10％に当たる36 （４）業務運営の効率化を図っているか。
のポストを全学裁量ポストとして確保し、学長のリーダーシップにより、全 【平成16～18事業年度】
学的視野に立脚した戦略的新構想や部局の重点強化のため配置している。 特記事項「（６）業務の効率化（事務組織の見直し等）」に記載のとおり、

【平成19事業年度】 事務組織の見直しや東京農工大学との物品共同調達など業務の効率化を推
平成18事業年度に引き続き、全学裁量ポストの活用を実施した。 進した。

【資料編1-1②,1-2②参照】 【平成19事業年度】
平成18事業年度に引き続き、特記事項「（６）業務の効率化（事務組織

の見直し等）」に記載のとおり、事務組織の効率化等を図っている。

（５）収容定員を適切に充足した教育活動が行われているか。
【平成16～18事業年度】
「別表（学部の学科、研究科の専攻等）」（P104～107参照)に記載のとおり。

【平成19事業年度】
「別表（学部の学科、研究科の専攻等）」（P102、103参照)に記載のとおり。
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（６）外部有識者の積極的活用を行っているか。 （９）法人全体としての学術研究活動推進のための戦略的取組が行われているか。
【平成16～18事業年度】 【平成16～18事業年度】

本学では経営協議会を年に４回開催し、法定の審議事項を審議するととも 役員会の下に「研究活性化推進ＷＧ」を設置し、特記事項「（４）重点的
に、本学経営上の重要課題について、学外委員から忌憚のない意見をいただい 予算配分」に記載の学内競争的資金「研究活性化支援システム」をはじめと
ている。これまでは、評価システム、教育研究組織の在り方等について、貴重 した研究活性化のための取組を推進している。【資料編6-1参照】
な意見をいただいた。 【平成19事業年度】

また、平成18年２月19日には外部評価委員会を開催し、「教育の成果」と「全 平成18事業年度と同様に、研究活性化の取組を継続している。
学的な研究活動の状況」を中心に評価を受けた。 【資料編6-1参照】

これらの意見等を踏まえ、教員評価システムの構築や特記事項「（２）教育 （１０）従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。
研究組織の見直し」に記載のとおり見直しを進めた。 昨年度国立大学法人評価委員会からの指摘事項なし。

【平成19年度】
平成18事業年度に引き続き、経営協議会等の意見を踏まえて、教育研究

組織の見直しを継続している。【資料編3-3,3-4参照】

（７）監査機能の充実が図られているか。
【平成16～18事業年度】

①監事監査
監事は、役員会をはじめとする法人の重要な会議に常時出席し、適宜、所

見を述べるとともに、毎年度監査計画を策定し、監査を行っている。監事か
ら個別に指摘のあった事項については、それぞれ適切な善後策を講じている。

②監査室監査
監事における監査の他、監査室を設置して、内部監査を実施するとともに、

監事監査の支援を行った。監査室からの指摘事項については、それぞれ適切
な善後策を講じている。

【平成19事業年度】
①監事監査

監事は、役員会をはじめとする法人の重要な会議に常時出席し、適宜、所
見を述べるとともに、監査計画に基づき、監査を実施した。監事から個別に
指摘のあった事項については、それぞれ適切な善後策を講じている。【資料

編4-1,4-2参照】
②監査室監査

監事における監査の他、学長補佐を室長とする監査室により、内部監査を
実施している。監査室からの指摘事項については、適切な対応を行っている。
【資料4-3,4-4】

（８）教育研究組織の柔軟かつ機動的な編成・見直し等が行われているか。
【平成16～18事業年度】

「特記事項（２）教育研究組織の見直し」に記載のとおり、見直しを行って
いる。【資料編5-1、5-2】参照

【平成19事業年度】
平成18事業年度に引き続き、見直しを実施している。【資料編5-1、5-2参照】
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電気通信大学
項 目 別 の 状 況

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善に関する目標

① 総人件費改革に関する目標

中 １ 総人件費改革に関する目標
期 「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）において示された総人件費改革の実行計画を踏まえ、人件費削減の取組を行う。
目
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

★総人件費改革に関する目標を達成 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略）
するための措置 ○計画どおり削減を進めた。 ○引き続き、計画に従い人件費
【112】 削減を図る。

総人件費改革の実行計画を踏まえ、
平成21年度までに概ね４％の人件費
の削減を図る。 【112】 （平成19年度の実施状況）

総人件費改革の実行計画を踏まえ、 Ⅲ 【112】
概ね１％の人件費削減を図る。 ○計画どおり削減を進めた。

※具体的数値等については、
【資料編8-1】参照。

ウェイト小計
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電気通信大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善に関する目標

② 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

中 ２ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標
期 教育研究を推進し、その成果を確たるものとするため、資金面の基盤強化を図る。そのため、運営費交付金以外の収入確保に向けた活動を推進し、外部研究資
目 金を導入し、自己収入を増加させることに努める。
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

★外部研究資金の増加に関する具体 Ⅳ （平成16～18年度の実施状況概略）
的方策
【113】 ○科学研究費補助金の獲得増のため、学内 ○外部資金獲得のための左記方
①平成18年度までに科学研究費補助 説明会、研究計画調書の事前チェック等の 策について、不断に検証しつつ、
金等の申請率を対15年度比で15％増 取組を実施した結果、平成18年度には、申 継続的に実施していく。
の95％とするなど、競争的研究資金 請率が100.3％となった。
の獲得を推進する。また、大学OB、
地元企業・自治体等との連携を積極 ○外部研究資金獲得を目指して、「産学官
的に推進し、地域社会のニーズに直 連携DAY in 電通大」、「電通大フォーラム」、「研
結した共同研究、受託研究を受け入 究室紹介冊子(OPAL－RING)」等の研究成果
れる。 の広報や、各学科・専攻毎に外部資金獲得

目標値の設定などを通じて努力した結果、
船井電機(株)、情報通信研究機構などとの
連携を含め、外部資金の獲得額は大幅増と
なった。

（共同研究） （受託研究）
H16 90件 98,726千円 48件 293,677千円
H17 135件 279,142千円 43件 234,272千円
H18 182件 326,628千円 53件 463,787千円

★外部研究資金の増加に関する具体 Ⅲ （平成19年度の実施状況）
的方策 【113-1】
【113－1】 ○科学研究費補助金の獲得増を目指して、

科学研究費補助金等の獲得増を目 引き続き、科学研究費補助金に関する説明
指し、実績と経験を有する教員によ 会を開催（９月12日）し、科学研究費補助
るアドバイスや事務局での事前チェ 金など外部資金獲得に実績のある教員によ
ックなど全学的な支援を実施する。 る研究計画調書作成のポイント、留意点等

の説明を行った。
また、研究計画調書の事務局での事前チ

ェック、科学研究費補助金など外部資金獲
得に実績のある教員（約40名）による研究
計画調書の事前チェック及びアドバイスを
実施した。

【113－2】 Ⅲ （平成19年度の実施状況）
競争的資金制度一覧や申請・採択 【113-2】

状況等の各種データをHP上で公表し、 ○科学研究費補助金をはじめとする各種の
競争的資金制度への積極的申請を奨 競争的資金や、共同研究、受託研究、奨学
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電気通信大学

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

励する。 寄附金等の外部資金の受入状況（学科・専
攻等別、個人別）、及び他大学と比較につ
いて、ホームページ上で公開した。

また、競争的資金制度の一覧をHP上に掲
載し、制度の周知を図った。

【113－3】 Ⅳ （平成19年度の実施状況）
地域の自治体や企業等との連携を 【113-3】【113-4】

積極的に推進し、共同研究・受託研 ○外部資金獲得増を目指して、以下の取組
究などの実施を通して、外部資金の を実施した。その結果受入件数が下記のと
増加を図る。 おり増加している。

・「産学官連携DAY in 電通大」や「電通大フ
ォーラム」を通じて本学の教育研究を広

【113－4】 Ⅳ く地域社会に公開したほか、東京都、大
「産学官連携DAY in 電通大」や産 田区、府中市など自治体主催の技術交

学交流会などを通じて、本学の教育 流会や商工会議所が主催する産学交流
研究活動を地域社会に広く公開し、 会等に参加し、本学の研究成果を紹介
共同研究・受託研究の増を図る。 した。「産学官連携DAY in 電通大」では、

共同研究相談会を開催し、企業等とのマ
ッチングを図った。

・本学の研究室の研究内容を一般向けに
分かりやすく解説した研究室紹介冊子
(OPAL－RING)（vol.4）を作成した。

・調布市、三鷹市、狛江市など多摩地域
に立地する企業等と26件（平成18年

度14件）の共同研究を実施した。
・船井電機(株)と連携による共同研究を

継続実施した。
＜受入実績＞

（共同研究） （受託研究）
H16 90件 98,726千円 48件 293,677千円
H17 135件 279,142千円 43件 234,272千円
H18 182件 326,628千円 53件 463,787千円
H19 205件 255,525千円 58件 570,478千円

【114】 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略）
②間接経費や外部研究資金の拠出金 ○共同研究からのオーバーヘッドを新たに ○間接経費等について、更に全
による財源については、先端的・学 10%徴収し、また奨学寄附金からのオーバ 学的・戦略的使途に活用できる
際的研究領域の発展や教育研究環境 ーヘッドを５％から10%に引き上げるとと よう、使用方針の見直しを行う。
の整備に重点配分するなど、外部研 もに、「外部資金にかかる間接経費等の使
究資金増加の誘因策を講ずる。 用方針について」を策定した。また、平成

18年度からは、学内当初予算に間接経費等
を組み込み、より効率的な運用を行うこと
とした。
＜間接経費等の主な使途（実績）＞
・学内RA経費（予算額4,000万円）
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電気通信大学

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

・UECポスドク研究員
・本学退職教員で民間等との共同研究を推
進する者を客員教員として雇用。
・短期留学プログラム学生への奨学金制度

【114】 （平成19年度の実施状況）
○間接経費等をRA経費、ポスドク 【114】

支援等に充当し、研究の活性化を図 Ⅳ ○外部資金（間接経費等）を財源として、
ることにより、外部研究資金の増加 学内RA制度（予算額4,000万円）を引き続
に努める。 き実施し、72名の学生を採用したほか、学

内ポスドク研究員を１名採用、研究の活性
化を図った。
○本学退職教員で民間等との共同研究を推
進する者を客員教員として雇用し、共同研
究の推進を図った。
○予算編成方針と併せて、これまでの間接
経費の使途について検証し、全学的視野で
の更なる戦略的活用の方策について検討を
行った。

★自己収入の増加と安定的確保に関 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略） ○引き続き、大学のホームペー
する具体的方策 ○大学のホームページを利用して、本学の ジを利用して、本学の講義室等
【115】 講義室等を各種資格試験や学会会場として を各種資格試験や学会会場とし
①地の利を生かし、地方大学、企業、 貸付けていることや相互友好協力協定を締 て貸付けていることや相互友好
自治体等への施設設備の貸付制度に 結している調布市を通じて、多摩川グラン 協力協定を締結している調布市
ついて検討するなど安定的な収入確 ドの市民開放を行っていることをPRし、自 を通じて、多摩川グランドの市
保に努める。 己収入の安定的確保を図った。 民開放を行っていることをＰＲ

し、自己収入の安定的確保を図
★自己収入の増加と安定的確保に関 （平成19年度の実施状況） っていく。
する具体的方策 Ⅲ 【115】
【115】 ○引き続き、大学のホームページを利用し

施設設備の有料貸付について、自 て、本学の講義室等を各種資格試験や学会
治体等への周知・広報を行い、自己 会場として貸付けていることや相互友好協
収入の確保に努める。 力協定を締結している調布市を通じて、多

摩川グランドの市民開放を行っていること
をPRし、自己収入の安定的確保を図った。

【116】 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略）
②公開講座、講習会、セミナー等を ○地域社会への生涯学習の提供として、① ○引き続き、地域企業、高校生、
充実させ、地域企業、高校生、住民 公開講座、②ITセミナー、③研究開発セミ 住民への知的サービスの提供の
への知的サービスを提供する。 ナー、④技術経営実践スクールなどの高度 場として、公開講座、研究開発

技術研修、⑤電気通信大学フォーラムを、 セミナー、技術経営実践スクー
毎年開催した。 ル（高度技術研修）、三鷹ネッ
○機器分析センターにおいて、センター設 トワーク大学やいなぎICカレッ
備の利用を学外に開放し、外部からの測定 ジでの講座などを継続的に実施
依頼を受け付けつけるようにした。 していく。

○地域振興（再生）のための人
材育成プログラムを検討する。
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電気通信大学

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

【116】 Ⅲ （平成19年度の実施状況）
地域社会に対して、本学の日頃の 【116】

研究成果を還元するため、公開講座、 ○引き続き、公開講座、研究開発セミナー、
電気通信大学フォーラム、ＩＴセミ 技術経営実践スクールなどを開催した。
ナー等を開催する。 ○三鷹ネットワーク大学で本学企画講座を

開催したほか、新たに稲城市開催の「いな
ぎICカレッジ“プロフェッサー講座”」で
講座を開講した。
○「ひらめき☆ときめきサイエンス～よう
こそ大学の研究室へ～KAKENとは？」（日
本学術振興会事業）により、中・高校生向
けにも公開講座を開講した。

【117】 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略） ○同窓会（目黒会）の協力の下
③優秀な人材の育成、輩出により、 ○「電気通信大学起業家懇話会(イーテッ に、有力な卒業生等を介した企
企業や団体から教育・研究環境の質 ク）」（本学卒業生の起業家で構成する情 業等との連携により、経済的支
的向上に資するための経済的支援や 報交換の場）など本学卒業生との交流の場 援や設備機器の提供が受けられ
設備、実験機器の贈与、提供が受け において、同窓会（目黒会）を通じて本学 るよう努める。
られるように努める。 の教育研究活動を紹介し、支援を要請する

とともに、卒業生を介して共同研究を実施
した。

【117】 Ⅲ （平成19年度の実施状況）
有力な卒業生等を介した企業等と 【117】

の連携により、経済的支援や設備機 同窓会（目黒会）を通じて支援を要請す
器の贈与・提供の拡大を図る。 るとともに、卒業生等を介して、共同研究

を実施した。
また、個人篤志家からの寄贈建物の受入

についての協議を行った。

ウェイト小計
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電気通信大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善に関する目標

③ 経費の抑制に関する目標

中 ３ 経費の抑制に関する目標
期 自己管理を徹底し、点検・評価システムを有効に機能させ、管理的経費の抑制に努める。
目
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

★管理的経費の抑制に関する具体的 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略）
方策
【118】 ○「エネルギーの使用の合理化に関する法 ○引き続き、学内の省エネルギ
①光熱水料の削減に努め、電気料の 律」に基づき策定した「国立大学法人電気 ーに対する啓発活動としてポス
受益者負担制度の見直しや夏季の１ 通信大学エネルギー管理標準」に沿って、 ターの掲示とともに、これまで
週間程度の全面休業期間の試行的な ①夏季の軽装、冷房温度の徹底等、夏季期 のエネルギーの使用状況、省エ
導入について検討する。 間中のエレベーターの一部休止など設備機 ネルギー効果の公表等による省

器の適切な運転とそのための省エネポスタ エネ意識を高め、より一層の光
ー等での啓発、②夏季一斉休業の試行、及 熱水料の削減に努める。
び③機器の更新等に係る省エネ対応機器
（太陽光発電ほか）の導入など光熱水料の
削減に努め、その結果を環境報告書として
公表した。

★管理的経費の抑制に関する具体的 Ⅲ （平成19年度の実施状況）
方策 【118-1】、【118-2】
【118－1】 ○夏季の一斉休業の本格実施や昨年に引き

エネルギーの使用の合理化に関す 続き、ポスターやメールなどにより夏季の
る法律（省エネ法）による中長期計 省エネルギーキャンペーン等を実施し、省
画書に基づき、省エネルギー機器等 エネルギーに努めた。
への更新や職員への啓発活動を実施
し、光熱水料の削減を図る。 ○建物改修や変電設備改修のための機器の

更新に当たっては、省エネ対応機器を導入
【118－2】 光熱水料削減のため、 Ⅲ した。また、西３，４，７号館の廊下照明、
夏季一斉休業を実施する。 階段誘導灯を人感センサー付機器に更新し

た。

○さらに、本館別館の屋上防水改修では屋
上緑化、L棟（実験研究室）や講堂の屋上
防水改修では遮熱塗装により、それぞれ空
調負荷を削減した。

【119】 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略）
②学内のパート職員の一元的雇用管 ○学部学科事務の一元化のための学部等事 ○パート職員、人材派遣職員、
理による効率的な配置や人材派遣会 務室の設置に併せて、学部各学科事務室に 再雇用職員等について、費用対
社の活用などの人件費抑制方策につ 人材派遣会社の活用により人件費の削減を 効果を勘案しつつ適材適所に配
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電気通信大学

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

いて検討する。 図った。 置・活用することにより、継続
的に人件費抑制を図る。

○総人件費抑制を踏まえ、事務職員の定年
退職者の後任については、パート職員や再
雇用職員（非常勤）を充てて人件費を抑制
した。

【119】 Ⅲ （平成19年度の実施状況）
パート職員人件費の更なる削減に 【119】

取り組む。 ○パート職員経費と競争入札による人材派
遣職員等の経費の比較とともに、勤務実績
等を検証し、効率的な配置に努めた。

【120】 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略）
③会議参照システムの活用など、ペ ○ペーパーレス化について、①学内規程集 ○これまでに行ってきたペーパ
ーパーレス化の取り組みを一層推進 や各種刊行物（職員住所録、教員総覧、環 ーレス化の取組について、引き
する。 境報告書等）の印刷を廃止して、ホームペ 続き実施するとともに、学部授

ージへ掲載、②学内諸通知・連絡を電子メ 業評価アンケートのWeb化につい
ール化、③メール会議の推進、④学部教授 て検討する。
会への会議資料閲覧システムの導入、⑤履
修申告・成績報告・シラバスのWeb入力化
等により推進してきた。

【120】 Ⅲ （平成19年度の実施状況）
ペーパレス化の取組みを継続的に 【120】

推進する。 ○平成18年度までの取組を継続するととも
に、大学院電気通信学研究科の授業評価ア
ンケートのWeb化を実施したほか、大学院
履修申告及び成績報告のWeb入力化の実施
に向けた検討を開始した。

ウェイト小計
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電気通信大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善に関する目標

④ 資産の運用管理の改善に関する目標

中 ４ 資産の運用管理の改善に関する目標
期 資産の安定的な運用に努め、学内施設の有効活用を図る。
目
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

★資産の安定的な運用及び学内施設 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略）
の有効活用に関する具体的方策 ○本学の資産の運用は、余裕資金の運用で ○余裕資金の運用は、引き続き、
【121】 あり、かつ法制度上リスクのない金融商品 金融状況等を踏まえて、リスク
①外部資金等を安全確実な利回りで での運用に限られているため、その担当を のない運用を行う。
運用管理するための担当部署を事務 金融機関との取引の経験のある財務課とし
局に設置する。 た。

○余裕資金の運用は、リスクのない中でも
利回りのよい金融商品として国債を選定
し、証券会社等からの提案に基づいて運用
を行った。

★資産の安定的な運用及び学内施設 Ⅲ （平成19年度の実施状況）
の有効活用に関する具体的方策 【121】
【121】 ○資金の運用は、引き続き、余裕資金の状

外部資金などの余裕資金について、 況や金融市場等を踏まえつつ、国債による
金融状況等を踏まえ、効果的な運用 運用を行った。
を行う。

【122】 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略）
②施設設備の有効活用を図るため、 ※【115】で記載。
学内ベンチャー、地方大学のサテラ ○大学のホームページや相互友好協力協定
イトキャンパス、東京事務所、入試 を締結している調布市を通じて、本学の講
会場等の用途として都心部よりも有 義室等を各種資格試験や学会会場として貸
利な条件で提供するなど、外部利用 付けていることや、多摩川グランドの市民
の需要の拡大を図るための方策につ 開放を行っていることをPRし、自己収入の
いて検討する。 安定的確保を図った。

【122】（【115】を再掲） Ⅲ （平成19年度の実施状況）
施設設備の有料貸付について、自 【122】

治体等への周知・広報を行い、自己 ※【115】で記載
収入の確保に努める。
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電気通信大学

進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

【123】 Ⅳ （平成16～18年度の実施状況概略）
③知的財産本部の充実・強化により、 ○知的財産本部の設置以来、知的財産マネ ○引き続き、有望な特許の権利
特許権の有効な運用管理に努める。 ージャー、TLOの産学官連携コーディネー 化を進めるとともに、知的財産

タ、産学官等連携推進本部の産学連携コー 本部、TLO、発明者が連携し、権
ディネータ、研究協力課など関係者が毎週 利の譲渡も含め積極的に技術移
定例的にミーティングを行い、密接な連携 転を推進する。
の下に、知的財産の創出から活用までを戦
略的に推進した。
○「産学官連携Day in 電通大」やイノベ
ーションジャパンなど学内外での交流会
において、TLOと協力して本学のシーズを
広く紹介した。
○発明者を介し交流のある関連企業や技術
者等とコンタクトを取ることにより、積極
的に特許の技術移転活動を展開するととも
に、当該特許をきっかけとして共同研究の
拡充を図った。
○本学発ベンチャーへの技術移転に関する
申し合わせを定め、創業から５年間に限り、
本学が単独で権利を有する知的財産権の独
占的実施権を無償で付与できることとし、
支援を受けて成功したベンチャーからは相
応の対価を受け取る仕組みを構築した。

【123】 Ⅳ （平成19年度の実施状況）
有望な特許の権利化を進めるとと 【123】

もに、知的財産本部、TLO、発明者が ○発明者、知的財産本部、TLOが連携し、
連携して、権利の譲渡も含め積極的 手ぶれ計測・補正評価システム技術につい
に技術移転を推進する。 て、発明者と交流のある関連企業にコンタ

クトを取るとともに、TLOが新たな企業の
開拓を図るなどして、複数の企業に技術移
転を行った。
○大学知的財産本部整備事業が終了するこ
とに伴って、今後の知的財産本部の在り方
を検討し、取りまとめた。

【124】 Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略） ○引き続き、職員宿舎の建替え
④宿舎の建替えによる有効活用を図 ○施設整備の新たな手法として外部資金の 計画について新たな手法による
るため、PFI等の新たな手法の導入に 導入や土地信託等の民間的手法による宿舎 整備に関する規制緩和等の動向
ついて検討する。 の建替えについて、民間企業からの情報提 に留意しつつ、その可能性等に

供に基づき検討を行ったが、リスクを伴う ついて検討を継続する。
もので実行に移すことが難しいと判断され
た。
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進捗 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ
中期計画 平成１９年度計画 状況 中 年

中 年 平成１９年度までの実施状況 平成２０～２１年度の実施予定 期 度
期 度

【124】 Ⅲ （平成19年度の実施状況）
職員宿舎の建替え計画について新 【124】

たな手法による整備の可能性を含め ○他大学から職員宿舎の新たな手法による
検討を継続する。 施設整備の状況等の情報収集を行うととも

に、引き続き民間企業の情報提供等により
検討を行った。

ウェイト小計
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電気通信大学
（２） 財務内容の改善に関する特記事項等

１．特記事項 【平成19事業年度】
（１）財政基盤の確立 平成18年度に引き続き、自己収入増の取組を行っている。なお、平成19

【平成16～18事業年度】 年度においては、外部資金に係る間接経費等について、部局に対するイン
財政基盤確立のため、①学長の下に検討プロジェクトチームを編成し、ＣＯ センティブ付与としての配分は実施していないが、特記事項「（１）財政

Ｅや科学技術振興調整費など、大型の競争的資金獲得に向けて組織的検討を実 基盤の確立」記載のとおり、これまでの間接経費の使途について検証し、
施するとともに、科学研究費補助金獲得増のための学内説明会や申請書の事前 外部資金獲得につながるインセンティブの方策について検討を行っている。
チェックを行った。また②地域・産学官連携推進機構における研究室の紹介冊 ③財務情報分析
子や「産学官連携ＤＡＹ」を通じて企業ニーズと大学シーズのマッチングを行 【平成16～18事業年度】
った。さらに③外部資金等の余裕資金で長期・短期国債を購入し、リスクのな 「国立大学法人及び大学共同利用機関法人の各年度終了時の評価における
い資金運用を実施した。 財務情報の活用について」に示されている指標例を踏まえ、財務諸表等を

【平成19事業年度】 用いた経年比較や類似大学との比較を行うなど、本学財務状況の分析検討
平成18年度実施施策を継続するとともに、これまでの間接経費の使用方針つ を進めた。

いて検証し、外部資金獲得につながるインセンティブの方策について検討を行 【平成19事業年度】
った。 平成19年４月１日付けで事務局財務課に「財務分析係」を新設し、平成

18事業年度に引き続き、本学財務状況の分析検討を進めた。平成19年12月1
（２）一般管理費の削減 日からは、財務分析係の機能を「企画調査室」に移管し、財務分析の結果

【平成16～18事業年度】 を平成20年度予算編成方針の見直し検討に活用した。【資料編7-2参照】
夏季の軽装や温度設定など省エネにつながる取り組みをポスター等で周知を ④随意契約に関する情報公開等の取組

図るキャンペーンを実施した。また、夏季一斉休業の試行や設備更新に当たっ 【平成16～18事業年度】
て省エネ対応機器（太陽光発電、変圧器ほか）を導入するなど省エネにつなが 「独立行政法人等における随意契約の適正化について（通知）」（平成18
る施策を順次展開した。 年５月19日付け18文科高第141号）に基づき、随意契約に関する情報をホー

【平成19事業年度】 ムページにおいて公表するとともに、適正化のための必要な見直しを実施
平成19年度は、夏季一斉休業の本格実施とともに、建物改修や変電設備改修 している。

のための機器の更新に当たって、省エネ対応機器を導入した。また、西３，４， 【平成19事業年度】
７号館の廊下照明、階段誘導灯を人感センサー付機器に更新した。 平成18事業年度に引き続き、随意契約の適正化を図っている。

さらに、本館別館の屋上防水改修では屋上緑化、L棟（実験研究室）や講堂 【資料7-3,7-4参照】
の屋上防水改修では遮熱塗装など空調負荷の削減に努めた。

（２）人件費等の必要額を見通した財政計画の策定や適切な人員管理計画の策定
等を通じて、人件費削減に向けた取組が行われているか。

２．共通事項に係る取組状況 【平成16～18事業年度】
（１）財務内容の改善・充実が図られているか。 総人件費改革の実行計画を踏まえ、計画どおり削減に取り組んだ。

①経費節減の取組状況 【平成19事業年度】
【平成16～18事業年度】 総人件費改革の実行計画を踏まえ、計画どおり削減に取り組んだ。

特記事項「（２）一般管理費の削減」記載のとおり、経費削減の取組みを 【資料編8-1参照】
行った。

【平成19事業年度】 （３）従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。
特記事項「（２）一般管理費の削減」記載のとおり、経費削減の取組みを 前年度国立大学法人評価委員会からの指摘事例なし。

行った。
②自己収入増に向けた取組状況
【平成16～18事業年度】

特記事項「（１）財政基盤の確立」記載のとおり、外部資金の獲得努力、
国債購入による資金運用など、自己収入増のための取り組みを行った。
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